経済１
試験範囲は384までです。

これを読むだけじゃ点は取れないと思います。すいません。パワポの内容をある程度理解したら、他のクラスの良くまとまっているシケプリを使って内容を覚え、過去問を解いてみるのをお勧めします。これはまあまあ詳し目に書いたので、パワポや他のシケプリを読んで分からない部分があったらこれを読めば分かるかもしれないです。
・スライド36までは省略
・37～39も大丈夫だと思います
・40～45では横軸に並行で均衡点を通る直線と需要曲線と縦軸で囲まれる三角形の面積が消費者余剰（需要者が市場取引から得る利益、消費者が感じる「得した気分」の合計）になることを数学を使わず言葉を使って説明しています。
完全競争市場では財の価格は自然と均衡点の価格になるので、このグラフで扱われている財の価格はｐ＊です。そして需要曲線の高さｐは需要者が最大限支払ってもよいと思っている価格を意味していて、たとえばシート42でp＝150のとき、下を見るとq＝1であり、最悪価格を150払ってもこの財を購入したい人が一人いるということです。それでパワポにあるように150－100＝50が「得した気分」となるわけです。
p＝140のとき、q＝2なので価格150で購入してもいい人1人に加えてもう一人価格140で購入してもいい人がいます。その人にとっては140－100＝40が「得した気分」となります。
で、「最大限支払ってもよい価格」ｐが下がっていくと、その価格で購入してもいいという人の数ｑは増えていき、ｐが実際の価格ｐ＊と一致するところまで増えます。そこまでの「得した気分」の合計が消費者余剰となるので、それが三角形の面積になるということです。
ｐがｐ＊よりも低くなると、つまり「最大限支払ってもよい価格」が実際の価格より低くなると、購入する人はいなくなります。
・46～50は同じ感じで生産者余剰（供給者が市場取引から得る利益、供給者が感じる「得した気分」）の説明です。　　（消費者余剰、生産者余剰の数学的な説明は266から）
・51～54では消費者余剰CS（Consumer Surplus）と生産者余剰PS(Producer　Surplus)を足した総余剰TS（Total　Surplus）が社会厚生水準（社会全体の幸福度）になるのかを議論しています。結論は53の上側に書いてあります。

[image: image1.jpg]Explorer

D | B Tyt | GFIvo -
e | B~
BEL € 200 ax- i) = v

2 - DOy~

P) v {GY-IL(0) ¥

@ TV | REE—

EHAE GErTERe



[image: image2.jpg]Google| E=nm mmmn B Qam { O | B Tvoe—tr| Grzus-[3] Q- Ooory
e e | ittp v bivako.shiga-u.acp/senseifok... | | B v B @ v [ R=S(E) v G Y—IO) ~
SE & €D iee oxn-oflfie= c

o 2= il

@ FELY— | RET-F BN



あと、もしこの財が取引されているのが完全競争市場でない場合、価格はｐ＊になるとは限りません。もしｐ＊よりも高くなった場合、消費者がこの財を購入する量が減少します。CSは　　　　こんな感じになります。すると生産者は消費者が購入する分しか生産しなくなるのでPSは　　　こんな感じになります。結果的にTSは　　となって小さくなりました。逆にｐ＊よりも低くなった場合、生産者がこの財を生産する量が減少し、すると消費者が購入できる分が少なくなって、TSは小さくなります。以上から、完全競争市場で価格ｐ＊で取引されるときにTSは最大になるといえます。

・55～70ではここまでで学んだ消費者余剰と生産者余剰を用いて自由貿易が良いことなのかどうかを議論しています。57に議論の前提が書いてあります。
・61で超過需要量とは「もし価格がこれだけ低かったらこの財を買ったのに！」という需要者の数です。ということは自由貿易によって国内で売られているよりも安くこの財が供給されたらこの人たちはこの財を購入するはずなので、この人たちの数＝超過需要量のことを輸入需要量ともいえるわけです。

・62で超過供給量とは「もし価格がこれだけ高かったらこの財を売ったのに！」という供給者の数です。上と同様に考えて超過供給量＝輸出供給量といえます。

・63にあるように自由貿易では輸入需要量と輸出供給量を考え、自国では需要者が財を安く買うことを、外国では高く売ることを見込んで自由貿易が行われるため、64にあるように均衡価格は自国のものより低く、外国のものより高くなります。

・65～72は読めば分かると思います。

・74～107の若干の数学に載ってる公式は多分全部必要になるので全部覚えた方がいいと思います。あと記号とかも。数学1とかぶってるのも多いので数学1から勉強を始める方がいいかも知れません。ただ何でこの公式が成り立つのかっていう証明は覚えなくてもいいし理解しなくてもいいっぽいです。

　

消費者の理論

・これから先も出てくる記号は全部覚えた方がいいです。

・経済学では大体「消費者は合理的な選択を行う」ということを前提にしているので、111～129では「合理的な選択を行う」というのはどういうことかを説明しています。

・113～116が合理的な選択の例で、118に合理的な選択を行うということは最も好ましい選択肢を消費対象として選択することだと言っています。それを数学っぽく表したのが120です。120の4～5行目の意味するところは、「ある消費可能な財の集合Xの要素にｘ＊が含まれていて、Xの残りの要素はすべてｘ＊とは違うものであり、これらをみんなｘと書くとすると、ｘ＊はどんなｘよりも好まれる。そんなｘ＊」ということです。ちなみに＊がつくものはその中で1番いいものという意味が大体あります。（例えばｐ＊はｐの中で一番いいものという意味です。ただし今回のｘ＊はｘ≠ｘ＊とあるので微妙に違います。）

・122からは「最も好ましい選択肢を消費対象として選択すること」をもっと厳密に説明しようとして、この選択が満たす公理を３つ紹介しています。

・122では一つ目の完備性の公理が出ています。財の集合Xから２つ要素を取り出して、それぞれｘ、ｘ’と名付けるとすると、どんな取り出し方であっても１）ｘがｘ’より好まれる　２）ｘ’がｘより好まれる　３）ｘ’とｘが同じくらい好まれる（＝無差別である）のうちどれか一つが成り立つということです。

・123～126は二つ目の推移性の公理です。これは例を見れば分かると思います。

・127～129は三つ目の連続性の公理です。これはある財の集合Xに財ｘが含まれているとき、ｘと同じくらい好まれる、またはｘよりも好まれない財の集合と、ｘと同じくらい好まれる、またはｘよりも好まれる財の集合はともに閉集合（境界線もそれに含む集合）である、というものです。なんで閉集合なのが消費者の合理的な選択と関係するのか疑問に思うとおもうんですけど、詳しい説明は難しいので省略させていただきます。多分「こんな公理もあるのかぁ」くらいでいいんじゃないかと・・・。128～129は急に扱う財が2つに増えて混乱するし、無差別曲線は後で出てくるので今はいいと思います。

・130では効用関数を定義して、131ではその定義の説明をしています。

効用関数は、複数の財の効用（満足度）を比べる際にそれぞれの財の効用を数値化するもので、その数値の大小を比較することで財の効用の大小を知ることができます。例えばある人のオレンジジュースｘ杯を飲むときの効用関数をu（ｘ）とすると、u（２）＝１５０でu（１）の値が１００ならばこの人はオレンジジュース１杯より２杯を好むということです。ただしu(２)の値がu（１）の値よりも1.5倍だからと言って、この人が２杯を１杯より1.5倍好むということは言えません。効用関数は効用の大小しか表わせず、効用の差を表わすことができないので注意が必要です。

・133では非飽和の前提が出ています。これは言い方を変えると、例えばオレンジジュースの効用が正であるなら、どこまで飲み続けてもその効用は正であり、１００杯目の効用が負になるというようなことはないとうことです。つまり134にあるように効用関数は単調増加なのです。

・135～139は限界効用についてです。限界効用関数とはつまり効用関数u（ｘ）を一階微分したものです。限界効用逓減の法則は大切です。読めば分かると思います。あと、「限界」という言葉の意味は、「ある数が微小に変化したとき他の数がどれだけ変化するか」ということらしいです。つまり導関数のことです。

・139～141では、消費者は最も好ましいものを特定し、これを購入する（効用が最大になるような購入の仕方をする）。また、効用関数u（ｘ）はｘに効用が最大になるようなものを代入することで、その値は最大化する。だから逆にu（ｘ）の値を最大化するようなｘを求めることで、その消費者の効用が最大になるような購入の仕方が分かる、つまり消費者の行動を理解することができる、ということを言っています。だからここからはuという関数の値を最大化するという数学的な方法で消費者の行動を理解しようとしています。

・143には重要な前提が書かれています。消費者の予算を考えることと、2つの財（ｘ１とｘ２）を扱って考えるということです。

・144にこれから解く問題（効用最大化問題）が書かれています。「ｘ１とｘ２を変数とする２変数関数である効用関数の値を最大化する。ただしｘ１とｘ２は３行目の式を満たしていなければならない」という意味です。（これから数式やグラフの座標に出てくるｘ１、ｘ２はｘ１を購入する個数、ｘ２を購入する個数という意味です。）３行目の式が予算制約式と呼ばれるもので、

（ｘ１の値段）×（ｘ１を購入する個数）＋（ｘ２の値段）×（ｘ２を購入する個数）＝（この人の可処分所得）だから納得できる気がします。

・144の問題（効用最大化問題）を解く前に、146～148で予算制約式の説明をしています。これからはグラフはｘ１ｘ２平面で考えていきます。ｘ１、ｘ２を変数、あとは定数と考えます。ｘ１もｘ２も変数だということに注意が必要です。

・まず146の2行目で予算制約式をｘ2＝ax1+bの形に変形して、その下に予算制約式のグラフを書いています。

・147では消費者は可処分所得を超えてお金を払うことができないのでｐ１ｘ１＋ｐ２ｘ２（ｘ１とｘ２を購入するときに消費者が払わなければならない金額）≦ｙとならなければならない、つまり消費者は図の三角形の内部又は周上にしか購入の仕方の選択の余地がないということを言っています。
・しかし合理的な消費者はできるだけ効用を大きくしようとして、できるだけ多くの買い物をしようとする、つまりできるだけ使う金額を可処分所得と等しくしようとします。
つまりｐ１ｘ１＋ｐ２ｘ２＜ｙのとき、消費者はもっとお金を使ってｘ１や２を増加させ、ｐ１ｘ１＋ｐ２ｘ２＝ｙにするので、結局ｐ１ｘ１＋ｐ２ｘ２＜ｙのようなｘ１、ｘ２のとり方は考慮に入れる必要はなく、予算制約式は≦でなく＝だけ考えればいいということを148で言っています。
・149～160は効用関数についてです。二つの財ｘ１とｘ２の購入の組み合わせを考えるとき、前述の効用関数uはどのようなものになるかを説明しています。まずuは２変数関数なので、そのグラフは実際（一般的に）上方の図（ネットから勝手に拾ってきました）のような立体になります。しかし立体だと扱いづらいので、ｘ1ｘ2平面に表現する努力をします。これは地図で山という立体を表現するのと同じやり方で、等高線を用います。つまり、下方の図のように、uが同じ値をとるｘ１とｘ２の組だけを集めて、それをｘ１ｘ２平面に示すのです。これは曲線の形になり、無差別曲線と呼ばれます。＜数式で言うと、無差別曲線は効用関数Ｕ＝u（x1,x 2）の、x1,x2の値に依存しているＵの部分に、ある実数の定数ｖを代入してしまったものｖ＝u(x1,x2)ということになります。＞

・逆に言うと、149から152で説明されているように、無差別曲線はuが同じ値をとるようなｘ１とｘ２の組み合わせの集合であるということです。

・図を見れば分かるように、（一般的な）uはｘ1方向、ｘ2方向に進めばその値はどんどん増加していきます。よって、無差別曲線が等高線であることを考えると、153～155に書いてあることも理解できます。

・156～160ではここまで見てきた効用関数とは違う、特殊な効用関数を紹介しています。160は気にする必要はないと思います。

・157～159ではLeontief型効用関数の説明がされています。この関数が満たす数式は157の1行目のもので、これの意味は「ｘ１とｘ２のうち小さいほうの値がuの値となる」という意味です。これの無差別曲線群が159にあり、この図からこの関数の立体のグラフが想像できると思います。（僕には立体のグラフをパソコンで描くような能力はありません。すいません。）

・158にはこの関数が用いられる例が書かれています。例えばＣＰＵを３つ持っていてモニターを５つ持っていたとしても、この二つはペアでないと使えないから、実際使えるのはＣＰＵ３つとモニター3つであり、得られる効用は３であるため、この例はLeontief型効用関数があてはまるということです。

・それでは予算制約式を理解し、効用関数を平面に表わすことができたところで、やっと161から144の問題（効用最大化問題）を解き始めます。

・高校で習った線形計画法と同じ感じです。予算制約式の直線を固定して、無差別曲線を、予算制約条件を満たすようにしながら（予算制約式の直線に触れるようにしながら）、効用関数の値をなるべく大きいものにして（無差別曲線をなるべく右上側に移動させて＝予算制約式と接するように移動させて）、そのときのｘ１、ｘ２の値を求める（接点のｘ１、ｘ２の値を求める）。このｘ１、ｘ２の値が、消費者が財ｘ１を購入する量、財ｘ２を購入する量であるはずだ、というわけです。

・曲線と直線がある点で接するには、その点での曲線の傾きと直線の傾きが等しくなればいいです。直線（予算制約式）の傾きは146にあるように既に分かっているので、あとは曲線（無差別曲線）のある点での傾きを求めてそれらを＝で結んでしまえばいいです。

・165～169では無差別曲線の傾きを実際に求めています。

・165では無差別曲線の傾きとはｄｘ2/ｄｘ1であるということをグラフを使って説明しています。ここのｄｘ１っていうのは「独立変数ｘ１の微分」というものっぽいんですが、多分ｘ１を微小に動かすことを意味するっぽいです。そう考えるとｄｘ2/ｄｘ1は○のなかに描かれているように傾きみたいなものを表わすということです。

・166では103に出てきた全微分の公式を用いてｄｘ2/ｄｘ1を求めています。多分全微分という概念自体はここでは理解する必要はありません、ｄｘ2/ｄｘ1を求める道具の一つとして使っているだけです。

まず1行目の式が、前に述べたように無差別曲線を表わす式です。この両辺を全微分すると3行目のようになります。右辺は定数なので全微分したら０です。これでｄｘ１とｄｘ２が式の中に出てきたため、ｄｘ2/ｄｘ1が求まります。それが4行目です。この公式を知ってしまったら、ｄｘ2/ｄｘ1を求めるためには全微分する必要はなく、ｘ１、ｘ２それぞれについて偏微分すれば求まります。

ｄｘ2/ｄｘ1が負であることは、無差別曲線が右下がりであることと一致します。また、ｄｘ2/ｄｘ1の絶対値を限界代替率（ＭＲＳ）と呼びます。x2が減少したときに、同じ効用を保つために代わりにx1が増えなければなりません。その代替の比率という意味です。ＭＲＳという言葉はこれから頻繁に出てきます。（ただしこれから先に出てくるＭＲＳという言葉は単に無差別曲線の傾きの意味で使われていて、絶対値をとっていない気がします。）

・u(x1,x2)というのでは一般的すぎるため、167～169ではuに具体的な数式を与えてＭＲＳを実際の計算で求めています。コブ・ダダグラス型効用関数が与えられています。

・169では167で行ったようなＭＲＳを求める計算をより簡単にするために、uにｌｎ（＝log）を付けて計算できることを紹介しています。

・170～172では、167で効用関数の例としてコブ・ダグラス型を挙げたのは、これが一次同次性を持つからだということを言っています。一次同次性については読めば分かると思います。

・175～183でようやく144の問題（効用最大化問題）が解けます。解法が２つ紹介されています。

・175～177が一つ目の解法です。これは先ほど求めた予算制約式の傾きとＭＲＳ（無差別曲線の傾き）を＝で結ぶことで予算制約式と無差別曲線の接点の座標を求めるものです。177の3行目のｐ１ｘ１＋ｐ２ｘ２に、4行目ではｙを代入しています。そうすると、まずｘ１の値が求まり、ｘ２の値も求まります。これらが効用最大化問題の解、コブ・ダブラス型の効用関数をもつ消費者が効用を最大化するために財ｘ１、ｘ２を購入する個数です。

・178ではこの解がワルラスの需要関数と呼ばれるものであることを紹介しています。５行目から、この消費者は可処分所得ｙのうちαだけをｘ１に消費し、１－αだけをｘ２に消費するということが分かります。

・179～183では二つ目の解法として、ラグランジュの乗数法と呼ばれるものが紹介されています。ラグランジュの乗数法とは、180の最後の行に書かれている問題Ｐ２を解けば、それが1，2行目の問題Ｐ１を解くことと同じ意味を持つというものです。ここに出てくるλは何かある実数です。どうしてこれが成り立つのかという証明は理解する必要がないらしいので、とにかく成り立つんだということを覚えておいてください。

ラグランジュの乗数法を用いて計算を楽にできるようにした後、181ではさらに169と同じ考え方で効用関数の部分にlogをつけて計算しやすくしています。

181で問題を最大限簡単なものにした後、183でこの問題Ｐ３を解いています。Ｐ３は「Ｌが最大値をとるようなｘ１、ｘ２、λを求めよ」という意味です。Ｌが最大値をとるときとはＬが極大値をとるときのことです。よって79と83から、Ｌで１階条件FOCと2階条件SOCを満たすようなｘ１とｘ２を求めればいいわけです。極大値を求めることで最大値を求めると書いてしまいましたが、先生に質問したところ、そういうラグランジュの乗数法の場合はそういうアプローチではないことが発覚しました。すいません。FOCを満たすｘを求めるのは直行ベクトルが何か関係しているらしいですが先生の説明は僕には理解できませんでした。ラグランジュの乗数法でない場合は極値を与えるｘを求めるためにFOCを満たすｘを求めるアプローチの仕方もあるらしいです。とりあえずラグランジュの乗数法ではFOCを満たすｘを求めればいいとだけ覚えてください。
パワポでは2階条件の方は省略されていますが、Ｌのｘ１についての2次導関数は－α/x^2、ｘ２についての二次導関数は－（1－α）/x^2で、167からαは０から１の間なので、これらはともに負で2階条件を満たしています。

２，３行目で一階条件の式をたて、これをｘ１、ｘ２、λについての連立方程式とみて解けば、Ｌが極大値つまり最大値をとるようなｘ１、ｘ２さらにλが分かります。このｘ１、ｘ２が問題の答えで、一つ目の解法で求めた解と一致しています。

・184ではラグランジュの乗数法に出てきたλについて考察しています。書いてあるようにλは１，２の性質を持つことが分かります。

・ここまでは一人の消費者についてしか扱わなかったので、185～187では二人の消費者（ＡとＢ）について考えています。ＡとＢは違う人なので違う効用の感じ方をします。よって違う効用関数u^Aとu^B、違う可処分所得y^Aとy^Bを持っています。185ではＡＢそれぞれがⅹ1、ⅹ２を購入する量を、効用最大化問題を解くことで求めています。

・186ではα、β、ｙ＾Ａ，ｙ＾Ｂ にそれぞれ具体的な数値を代入すると財ⅹ１の需要量がⅹ1の価格ｐ１の変化によってどのように変わっていくかを表で表しています。

・187では186の表をグラフにしています。これが縦軸に価格、横軸に需要量をとった、37のような需要曲線です。

・190、191は間接効用関数についての説明です。今まで扱ってきた効用関数はｘ１，ｘ２を変数としていて、二つの財を購入する個数が変わったとき効用がどう変化するかをみるためのものでした。ワルラスの需要関数をこれに代入したものが間接効用関数です。すると変数はｐ１，ｐ２，ｙとなり、財の価格や可処分所得が変化したときに得られる最大の効用の変化をみるための関数となります。

・191は間接効用関数ｖについての考察です。ｖをｙについて微分すると正であることから、可処分所得が増加すると効用は増加することが分かります。またｐ１，ｐ２について微分するとそれぞれ負であることから、財の価格が増加すれば効用は減少することが分かります。

・これまでは可処分所得を固定して効用を最大化しようとすることで合理的な消費者の行動を分析してきました。192～201では逆に、「消費者が財を消費することでこれだけは得たいと思っている効用」を固定して、消費できる所得の量を動かします。合理的な消費者は同じ効用を得るためには出来るだけ少ない支出にしようとするはずです。（ただしこれは現実的な議論ではありません。なぜなら具体的に「１００だけ効用を得たい」のようなことを考えることができる消費者はいないからです。）無差別曲線を固定して、予算制約式を動かすわけです。数式としては198の問題（支出最小化問題）を解けばいいです。uの上に横棒がついているのはある任意のuという意味です。

・197は後で出てくるから置いときます。

・199では効用最大化問題のときと同じようにラグランジュの乗数法を用いて問題をといています。Ｌが最小値をとるときのｘ１、ｘ２、μを求めるということなので、Lが極小値をとるときのｘ１，x2、μを求めればいいです。つまり一階条件と二階条件を満たすｘ１，x2、μを求めます。二階条件はパワポで省略されていますが、ｘ１，x2についての二次導関数が正であることが多分言えるんだと思います。どんなｘ１，ｘ２も二階条件を満たすことが分かったため、後は一階条件です。Ｌをｘ１，ｘ２，μについてそれぞれ一階微分して、それを0と＝で結びます。これらを満たすようなｘ１，ｘ２が支出最小問題の解だから、これらを連立方程式をとして解けばいいです。これで求まった、ｘ１，ｘ２をｐ１，ｐ２,ｕバーで表した式がヒックスの需要関数と呼ばれるものです。

・ここまで扱ってきた予算制約式ｐ１ｘ1+p2x2はｘ１，ｘ2を変数としていて、財を購入する個数が変化したときに消費者が支払わねばならない金額の変化をみるためのものでした。200ではこのｘ１，ｘ２にヒックスの需要関数を代入した支出関数と呼ばれるものを紹介しています。これはｐ1，ｐ2、ｕバーを変数としていて、財の価格と「これだけは得たい」と消費者が思っている効用の大きさが変化したときにこの消費者が支払わねばならない最小の金額がどう変化するかをみるためのものです。

4行目では求めたeをpiについて微分するとhiになることを言っています。（iは１でも２でもどちらでもいい）（この計算で、hはpiを変数に持つ関数であるにも関わらず、微分する際定数とみて計算されています。これは何か難しい定理が働いてこうなるから間違いではないのだと先生は言っていました。）この式から、ヒックスの需要関数は財の価格が変化した際に最小の支出がどう変化するかを示す指標であることが分かります。

・201は双対性への導入部分です。効用最大化問題を解くことで、ある予算制約条件の下で財の購入の個数を調整することで得られる最大の効用が求まりました。この最大の効用の大きさをuバーとおきます。また、この最大の効用とは、190に出てきたように、効用関数の最適値関数である間接効用関数ｖのことです。よってこの２つが等しいものなので、2行目でこれらを＝で結んでいます。そして最後の行ではこの方程式をｙについて解いています。ところで、このｙとは、解くと効用関数の最適値関数がｖ（＝uバー ）であることが求まるような効用最大化問題の予算制約条件でした。ということは、逆にいえば、uバーだけ効用を得るために必要な最小の費用はｙであると言えます。よって、ｙは200ででてきた支出関数を用いてe(p1,p2,uバー)と表現できるはずです。これが201の最後の行の意味です。説明が下手でスイマセン。
この行は、次のスライドにある、双対性についての1つ目の恒等式と同じ意味のことを言っています。

・202、203では双対性について4つの式を用いて説明しています。式を見ると難しそうですが、落ち着いて言葉の説明を読めば理解できると思います。

1つ目の式は、「財の価格がｐのとき、（財の種類が2つでない場合も考慮に入れて、ｐ１やｐ２ではなく一般のｐを用いています。）ｙだけ支出して得られる最大の効用がｖだとしたら、ｖだけ効用を得ようとする際に支払わなければならない最小の支出はｙである。」という意味です。当たり前のことを言っています。

2つ目の式は、「財の価格がｐのとき、効用uを得るために支払わなければならない最小の支出がeだとしたら、eだけの支出で得られる最大の効用はuである。」という意味です。

3つ目の式は、「財の価格がｐのとき、可処分所得がｙのときに得られる効用をｖ（ｖはｙだけ支出したときに得られる最大の効用）にするような個数だけ財を購入すると、その個数は、絶対に効用がｖになるようにしながら支出を最小にして財を購入したときの財の個数と同じになる」という意味です。

4つ目の式は、「財の価格がｐのとき、絶対に効用がuになるようにしながら支出を最小にするような個数だけ財を購入すると、その個数は、可処分所得がe（eはuだけ効用を得るために必要な最小の支出）のときに得られる効用を最大にするような個数だけ財を購入するときの個数と同じになる」という意味です。203の5行目には誤植があり、e(p,y)ではなくe(p,u)が正しいです。話が抽象的ですが、229～232にhやxが具体的な数式を与えられたときの話が載っています。
・204～207ではスルツキー方程式の説明です。前に支出最小化問題は現実的な議論ではないと述べましたが、ではなぜ支出最小化問題（それによって得られるヒックスの需要関数）は存在するのかというと、このスルツキー方程式で使うからです。あと、双対性について説明したのもここで使うからかも知れません。スルツキー方程式は財の価格が変化したときに需要（＝消費者が財を購入する量）（これまで財を購入する個数とか言ってきたのは需要のことだと今気づきましたすいません。）がどのように変化するかを示すものです。

３行目の式では双対性についての4つ目の式の両辺を105の公式を使ってｐについて微分しています。この式の右辺２項目を移項したのがスルツキー方程式です。これは価格の変化が需要に与える影響を代替効果と所得効果の二つに分けて考えています。

・205～207では、2つの効果がどんなものであるかを、財が2つのときに財１の価格が上昇した場合を例にして説明しています。

まずｐ１が増加することで予算制約式の傾きが減少し、205のようになります。

次に消費者は206のような代替効果を受けます。これは財1の価格が増加した分相対的に財2の方がお得な感じがして、消費者は財1より財２の方を多く需要するというものです。

代替効果を表す式は∂ｈ/∂pですが、これは価格が変化した際のヒックスの需要関数の変化を意味します。つまり｛「財を購入することで絶対これだけは効用を得たい」という効用の大きさを決めておいて、その効用を得られるようにしながら支出が最小になるようにして購入する財の個数｝が、財の価格が変化したときにどのように変化するかを示すものです。だから例えばp1が増加したときの∂ｈ/∂p1の変化を考えてみると、消費者はあらかじめ財を購入することで得る効用を決めてしまってきているので、p1が増加する前と同じくこの効用を得るために、この消費者は財1を購入する量を減らし、代わりに財2を購入する量を増やすはずです。よって∂ｈ１/∂p1は負となります。代替効果は常に負らしいです。
そして消費者は207のような所得効果を受けます。代替効果では財1と財2を購入する割合の変化を表わしました。そのために、仮に予算制約をゆるくしてしまっていました。このゆるませたものを元に戻すのが所得効果です。所得効果を表す式は－∂x/∂y×∂y/∂p
＝－∂x/∂e×∂e/∂pですが、この式は財の価格が変化したときの支出（消費者が「財を購入することでこれだけは効用を得たい」という効用の大きさを決めていて、その効用を得るために必要な最小の支出）の変化に、支出が変化した時の（得られる効用を最大にするような）財を購入する個数の変化をかけたものです。だから例えばp1が増加したときの
－∂x/∂e×∂e/∂p１の変化を考えてみると、ｐ１が増加したため、増加する前に「これだけは得たい」と決めていた大きさの効用を得るために必要な支出は増加します。つまり∂e/∂p１は正となります。また支出eが増加したとき、得られる効用を最大にするような財購入の個数は増加します。つまり∂x/∂eは正となります。よって－∂x/∂e×∂e/∂p１は－（正）×（正）で全体としては負となります。

スルツキー方程式は財の価格が減少したときのことも同じように表わせます。

・209～210では171～172で出てきた、コブ・ダグラス型効用関数の持つ性質である1次同次についての説明がもう１回出てきています。また、211ではコブ・ダグラス型に限らず一般的に効用関数が持っている性質である限界効用逓減が出てきています。212は飛ばします。

・そこで213～220では、この2つの性質を同時に持つのは矛盾ではないのかという議論「東大生の疑問」をしています。213では疑問を提起しています。限界効用逓減とは購入する財の個数を増やしていったら１つ１つの財から得られる効用は減少していくという意味であり、１次同次とは購入する財の個数をt倍したら得られる効用もt倍するという意味であるからです。もし効用が逓減するのなら、購入する財の個数をt倍したらt倍より小さい効用しか得られないのではないでしょうか。これからこれが矛盾でないということを説明していきます。

・214ではまず1次同次関数などの同次関数の性質として、Ｋ次同次関数の微分はＫ－１　次同次関数であることを説明しています。1行目にＫ次同次関数の定義のようなものが書いてあります。この式の左辺を全微分したものが3行目の式になり、右辺を全微分したものが4行目の式になる・・・らしいです。多分どうしてこうなるのかは理解する必要はないです。
このスライドではf(tx1,tx2,..,txn)とf(x1,x2,..,xn)が両方ｆと表現されていて紛らわしいですが、3行目に出てくるｆ全てと6行目の式の左辺に出てくるｆは前者で、4行目に出てくるｆと6行目の式の右辺に出てくるｆは後者です。

3行目の左辺から右辺への計算ですが、左辺は∂f/∂txk×dtxk/dxkで１≦ｋ≦ｎのものが足し合わされたものです。∂f/∂txk×dtxk/dxk＝∂f/∂txk×t×dxk/dxk=∂f/∂txk×t×1=t∂f/∂txkであるため（見にくくてスイマセン）すべての∂f/∂txk×dtxk/dxkからｔがくくり出せて、右辺のようになります。これを1行目右辺と＝で結ぶと、式全体からｔで割ることができます。すると6行目のような式になり、Ｋ次同次関数の微分はＫ－１次同次関数であるということが言えます。
・Ｋ次同次関数の微分はＫ－１次同次関数であることが分かったため、1次同次関数の微分は0次同次関数だということも言えます。よって1次同次関数であるコブ・ダグラス型効用関数の微分は0次同次関数です。215では0次同次関数の例が出てきています。
でもこれは「東大生の疑問」の議論とは関係ない気がします。とりあえずＫ－１次同次関数であることが分かったため、1次同次関数の微分は0次同次関数だという事実だけ押さえておいてください。
・216～217では1次同次の効用関数が持つ相似拡大性について説明しています。（x1,x2）でのMRSと（tx1,tx2）（tは任意）でのMRSが同じであることを言っています。4行目左辺のUはU(tx1,tx2)、4行目右辺と5行目のUはU(x1,x2)です。4行目の左辺は2行目の左辺の効用関数のMRS、4行目右辺は2行目右辺の効用関数のMRSです。
・216で座標（x1,x2）での無差別曲線の傾きと、(tx1,tx2)での傾き（ｔは任意）が等しくなることが分かったため、それをグラフで表現しています。（x1,x2）と(tx1,tx2)は原点を通るある直線上にあるので、このことは、「ある1次同次の効用関数の全ての無差別曲線の、原点から引いた1本の直線との交点での傾きは全て等しい」ということもできます。逆にいえば、「ある効用関数の全ての無差別曲線の、原点から引いた1本の直線との交点での傾きが全て等しいことは、その効用関数が1次同次であることの証である」と言えます。

・218は省略します。219では、無差別曲線が原点に向かって凸であることは、無差別曲線が限界効用の逓減を表していることの証だということが書かれています。

・220で「東大生の疑問」の議論の結論を出しています。「無差別曲線群のグラフでは、全ての無差別曲線の、原点から引いた1本の直線との交点での傾きが全て等しく、無差別曲線が原点に向かって凸であるため、このグラフには1次同次性と限界効用逓減が同時に表現されているので、この2つの性質は矛盾しない」という結論です。

・221～232は消費者理論のおさらいです。まず223～225で効用最大化問題を解いています。223の3行目の式に誤植があり、(1－α)ｘ2とありますが正しくは（1－α）log(x2)です。179～190のところで解説した部分です。224の4，5行目では≡の左と右にそれぞれｘ１、ｘ２がありますが、左側のｘ１、ｘ２はそれまでの計算に出てきた、消費者が財1，2を購入する個数（＝需要）という意味のｘ１、ｘ２であり、右側のｘ１、ｘ２はワルラスの需要関数を意味するｘ１、ｘ２です。

226～228では支出最小化問題を解いています。198～200で解説したときにはuバーとなっていたものがここではuと表わされており、u(x1,x2)と抽象的に書かれていたものが具体的にコブ・ダグラス型効用関数の式を与えられています。227の最後の行に曖昧な表現があり、h(p1,p2,u)とありますが正確に書けばh2 (p1,p2,u)です。同様に229の2行目のh(p1,p2,u)はh1(p1,p2,u)で、230の5行目の最後のh(p1,p2,u)はh2 (p1,p2,u)です。
229～232は203～204で学んだ双対性が、uが具体的にコブ・ダグラス型効用関数である場合もちゃんと成り立つかどうかを計算で確かめています。まず229～230では双対性についての３つ目の式の確認で、「ある予算制約条件の下での効用最大化問題（q１と呼ぶことにする）を解くことで明らかにした、その予算制約条件で得られる最大の効用をv０とする。ｖ０だけ効用を得るためにかかる支出を最小にする支出最小化問題（q２と呼ぶことにする）を解くことで得られるヒックスの需要関数と、先ほどの効用最大化問題を解くことで得られるワルラスの需要関数は同じものとなる」ということを確認しています。

229の2行目では、223～228で求めた、uがコブ・ダグラス型効用関数であるときのｘ1、ｈ1を？付きで仮に＝で結んでいます。

次に、v０はq２を解く際にあらかじめ決めていた、「財を購入することでこれだけは効用を得たい」という大きさの効用であるため、パワポでuと書かれているものであると分かります。と同時に、v０は、q１を解くことで求めた、ある予算制約条件の下で得られる最大の効用でもあり、これはq１で用いた効用関数の最適値関数（これが間接効用関数と呼ばれるものでもある。）vであると表現することもできます。よって2行目の式のuに、次の行のvを代入することができます。すると最後の行の式になります。計算は230に続きます。
・230の１行目で右辺が複雑になっているため、次の行でこれを計算していきます。するとこれは、？付きで仮に＝で結んでいたワルラスの需要関数ｘ１同じものであることが分かりました。同様の計算をx2とh2について行っても、これらが等しくなることが分かるので、確かに双対性の3つ目の式通りの結果になったと言えます。
・231～232では、双対性についての1つ目の式が成り立つかを確認しています。これは、228で求めた支出関数の中のuの部分に、225で求めた間接効用関数ｖを代入したものがyになることを確認しています。

生産者の理論

・やっと生産者の理論です。生産者の行動を理解するために、まず235～239で、生産者が解くであろう利潤最大化問題を考えています。
・まず235で、生産者の利潤を数式で定義しています。πは生産者が財を市場に供給することで得る利潤、ｐは生産する財の価格、y=f（x）は財を生産する個数、xが生産要素（財を生産するために必要な材料の個数のことで、ここでは労働者の人数を考えます。）の投入量、ｗが生産要素ｘの価格（ｘが労働者の人数のときを考える今回は労働者1人に与える賃金）です。よってｐｙは売り上げ、ｗｘは費用を表します。消費者理論の時とことなり、扱う財の種類は1種類です。
ここで変数はｘだけであると考えるため、利潤最大化問題とは、利潤が最大になるような雇用者の人数の決め方を求めることを意味します。

前提としてf’(x)>0（生産関数が単調増加であることを意味する）、f’’(x)<0（生産関数が上に凸であることを意味する）が挙げられています。これらはつまり、212に書かれているように、生産関数の微分である限界生産が逓減することを意味します。

ここで生産関数について説明すると、生産要素の投入量（労働者の数）を変数として、財を生産した量を表したものです。消費者理論でいう効用関数に対応します。（ただし今回は生産要素が労働者の数だけであるため、生産関数は1変数関数になっています。例えば生産要素が労働者と資本の2種類を考えると生産関数は2変数関数となり、そのグラフはこのシケプリの4ページに示したもののように3次元になります。この説明から分かるように、生産要素投入量は消費者理論の、財を購入する個数に対応しています。）
・236から利潤最大化問題を解いています。これはグラフで考えると237のように、生産関数の曲線が与えられていて、その条件を満たすように（そのグラフに触れるように）、利潤についての式を表す直線π＝ｐｙ－ｗｘつまりｙ＝wx/p+π/pを動かして、πが最大になるときの（直線が曲線と接するときの）ｘの値を求めることを意味します。注意すべきなのは、このグラフは縦軸がｆ（ｘ）の値であり、2変数を考えて縦軸も変数であった効用最大化問題等のときのグラフとは異なるということです。
グラフを用いて考える解法を紹介しましたが、236の右側ではこの解法ではなく、y=f(x)をπ=py－wxに代入して一つの関数にし、その極大値（＝最大値）を与えるxを求めるという解法を用いています。

183で、効用最大化問題をラグランジュの乗数法を用いて解くときにも説明しましたが、極大値を与えるｘは1階条件と2階条件を満たすため、これらの条件を満たすｘを求めることで解を求めます。2階条件（2階微分が負となる）はパワポでは省略されています。

・生産関数がf(x)としか与えられていないのでは抽象的すぎるため、238では具体的にx^α（αは0以上1以下）が与えられ、その利潤最大化問題を解いています。2階条件は省略されていますが、実際にpx^α－wxを2階微分してみると、pα（α－1）x^（α－2）となり、αは0以上1以下であるためこれが負であることは明らかで、全てのxが2階条件を満たしていると言えます。後は1階条件を満たすxを求めればいいです。1変数しか扱っていないため、前に解いた効用最大化問題等より計算が楽です。
この問題の解であるxをx＊（p,w）と表わし、これを生産要素需要関数と呼びます（効用最大化問題のワルラスに対応します。）この関数は、生産者が利潤を最大にするように雇用する労働者数を意味します。

次に、ｘ＝ｘ＊（p,w）を生産関数y=f(x)に代入したものｙ＊を供給関数と呼びます。この関数は、生産者の利潤が最大になるような財の生産量を意味します。また、変数がpとwであるため、生産者の利潤が最大になるような財の生産量が、財の価格や賃金が変化したときにどのように変化するかを見るための関数であるとも言えます。
・239では利潤関数π＊を紹介しています。これはπ＝py－ｗxにｙ＝y＊、ｘ＝ｘ＊を代入したもので、財の生産量と雇用する労働者数を、利潤が最大になるように設定したときに得られる利潤です。つまり生産者の利潤の最大値を与える最適値関数だと言えます。また、利潤関数はｐとｗを変数に持つため、利潤の最大値が、財の価格や賃金が変化したときにどのように変化するかを見るための関数であるとも言えます。
・240ではHotelling’s Lemmaとよばれる、生産要素需要関数、供給関数、利潤関数に関する公式を紹介しています。一つ目の公式は、財の価格が変化したときに利潤関数がどう変化するかを示す指標は供給関数であるということを意味し、二つ目の公式は、賃金が変化したときに利潤関数がどう変化するかを示す指標は生産要素需要関数の異符号であることを意味しています。

・241～242では一つ目の公式を証明しています。まず241の2行目でy＊＝ｆ（ｘ＊（ｐ.w ））、x＊＝x＊(p,w)を代入しています。次の行でこれをpについて偏微分しています。2項目の微分は問題ないと思いますが、1項目の微分がちょっと難しいです。1項目はpf(x＊(p,w))の微分ですが、まずf(x＊(p,w))をただのpの関数g（p）だとみます。
するとpf(x＊(p,w))＝pg（p）となり、これを86の1行目に書かれた公式を用いて微分します。
すると｛pg（p）｝’=p’g(p)+p{g(p)}’=g(p)+p{g(p)}’となります。
ここでg(p)＝f(x＊(p,w))を代入するとg(p)+p{g(p)}’＝ f(x＊(p,w))＋ｐ｛f(x＊(p,w))｝’となり、あとは91の公式を用いて｛f(x＊(p,w))｝’＝∂f/∂x＊×∂x＊/∂pであるから、f(x＊(p,w))＋ｐ｛f(x＊(p,w))｝’にこれを代入して241最後の行の式を得ます。
・計算は242に続きます。１行目の右辺の3，4行目から∂x＊/∂pをくくりだしたのが2行目です。

ところで、ｘ＊とは利潤πを最大化させるようなｘでした。つまりπの極大値を与えるxでした。よって最後の行の式が成り立ちます。この式の真ん中のものは2行目にもあります。よってこれ＝０を代入することができ、3行目のように最終的にｆ（ｘ＊（ｐ.w ））が残ります。これは最初にy＊に代入したものだったので、ｆ（ｘ＊（ｐ.w ））＝y＊が言えます。これで240の一つ目の公式が証明されました。

・243では二つ目の公式を証明しています。241～242と同じ計算をすれば証明が完了します。

・244～248では生産者が解くであろう費用最小化問題を解いています。

・244ではまず生産者理論でも双対性が成り立つと書いています。次に費用最小化問題を与えています。これは生産要素を1つだけ考えたときのものです。

・245でラグランジュの乗数法を用いて解いています。ラグランジュの乗数法では最大値だけでなく最小値を与えるｘもFOCを考えるだけで求めることができます。費用最小化問題の解である、ある特定の量だけ財を生産するために必要な最小の生産要素投入量（今回は労働者雇用数）を生産量条件付要素需要関数と呼びます（この名前はパワポには載ってないので覚える必要はないです。消費者理論のヒックスに対応します）。また、生産量条件付要素需要関数x(w,y)を、費用を表す式ｗｘに代入したものwx(w,y)を費用関数と呼び、ある特定の量だけ財を生産するために必要な最小の費用を表します。
・246～248では生産要素を2種類扱い、それらが157～159にも出てきたLeontief型の生産関数を持つ時の費用最小化問題を解いています。今回はa倍のx1とb倍のx2の内小さい方がそのままこの生産関数の値になるというものです。また、生産要素を2種類扱うため、費用は2種類の生産要素それぞれにかかる費用を足し合わせたw1x1＋z2x2となっています。
・Leontief型の生産関数を持つ時の費用最小化問題は通常のものより簡単なので、247ではラグランジュの乗数法などを使わずに簡単に解を求めています。

このグラフは等量線（無差別曲線の生産者バージョン、月曜にアップしたときは間違えがありました。すいません。）なので、曲線上のどの点でも生産量は変わりません。なので、Leontief型の生産関数では、角っこの点が一番無駄が少ない、つまり費用を最小にするような生産要素の投入の仕方だと言えます。なぜなら、例えば角っこの点の座標を（b,a）として、もしx1を増やして（b+s,a）としても、この点は（b,a）と同じ等量線上にあり、同じ量しか生産できないため、生産要素１をsだけ投入してかかる費用w1sだけ損をしてしまうからです。
以上のことを考えて、角っこの座標はax1とbx2が等しくなるときの座標です。さらにこのとき生産関数f(=y)の値もこれらと等しくなります。よって、生産量条件付要素需要関数が求まります。

・248では生産量条件付要素需要関数を費用を表す式w1x1+w2x2に代入して費用関数を求めています。

完全競争市場
・250では完全競争市場が満たす5つの条件を挙げています。先生はとくに1つ目の条件Price taking behaviorが重要であることを強調していました。

250～259に出てくる話は全てこの5つの条件を前提にしているため、全て完全競争市場内での話であり、不完全競争市場では必ずしも正しい話ではないことに注意が必要です。

・251～255では生産者の供給曲線を求めています。

・251では、企業は利潤最大化問題を解くということを手掛かりにして供給曲線を求めようとしています。また、供給曲線は縦軸が価格、横軸が供給量であり、生産要素投入量は関係してこないので、235のときとは違って生産量（＝供給量）yを変数にしています。

この問題を解く際、Price taking behaviorから生産者はpを定数として扱っています。
企業は利潤最大化問題を解くので、yは一階条件FOCを満たすように設定されます。FOCの式から供給曲線を求めようとしています。

2階条件は計算するとc’’(y)＞0であることが分かり、これは与えられた問題の前提となっているので、全てのyが2階条件を満たしていることが分かります。

・252では供給曲線を求め、それが右上がりであることを説明しています。

生産者は利潤最大化問題を解くので、完全競争市場ではpとyがFOCの式を満たす関係にあることが分かりました。よってp=c’(y)が成り立つことが分かりました。数学でy=f(x)が、xが変化したときにyがどう変化するかを表すものであったことを思い出してみると、p=c’(y)は供給量yが変化したときに価格pがどう変化するのかを表すものです。

ところで、供給曲線とは横軸に供給量、縦軸に価格をとったものであり、p=c’(y)と同じく供給量yが変化したときに価格pがどう変化するのかを表すものであると言えます。よってp=c’(y)が供給曲線なのです。
ちなみにc’は限界費用Marginal Cost(MC、生産量が微小に変化した際に費用がどう変わるかを表したもの)です。

p=c’(y)は供給量yが変化したときに価格pがどう変化するのかを表すと書きましたが、pの値が完全にyの値に依存しているわけではなく、pの値が変化したらyはp=c’(y)という関係性が保たれるように変化するので、ｙはpの関数であるということもでき、3行目でこのことを言っています。

5行目ではこの両辺をpについて微分して1=c’’(y(p))y’(p)を得、1>0、c’’(y)>0（251の3行目から）からy’(p)＞0であることを明らかにしています。これはp=c’(y)でpが増加すればyも増加するという意味なので、ここから供給曲線が右上がりであることが分かります。

・ここまでで供給曲線の大体の形はつかめましたが、まだ供給曲線が満たさなければならない条件があります。それは企業が製品を生産する条件です。253～254でこれを求めています。
・253ではまず生産にかかる費用には可変費用と固定費用があることを説明しています。可変費用はyの関数で表されていることから分かる通り、yの値によって変化します。人件費等のことです。固定費用は（短期的には）変化させることができない費用のことで、定数で表されます。工場や設備などの資本のことです。この費用は企業がビジネスを始めるときに払ってしまっていて、現在では変更できないものとして考えます。
・254では企業が製品を生産する条件を求めています。それは生産したときの利益が生産しない時の利益以上になるというものです。数式で表すと2行目のようになります。
生産しないとき、企業は可変費用は０にできますが、固定費用は変更できないと考えるので、ビジネスを始めるときに支払ってしまったFだけ損をしたことになり、利益は－Fとなります。
2行目の式をpについて解いたのが3行目です。価格が可変費用をyで割ったもの以上にならないと企業は生産を行わないことが分かりました。これが供給曲線が満たさねばならない条件です。

ちなみにこの可変費用をyで割ったものは、製品1つを作るためにかかる可変費用の平均を意味し、平均可変費用AVCと呼びます。

・以上より、供給曲線は限界費用曲線の、pがAVC以上の部分であることが分かりました。255でこのグラフを書いています。pがAVCより低い時は生産者は製品を生産しない、つまり生産量yは0となり、供給曲線は縦軸になります。pがAVCと等しくなるときは、生産者は生産しない場合も考えられるし、生産する場合も考えられるので、縦軸上の点も限界費用曲線上の点も供給曲線に含まれます。

ACというのは平均費用Average Costのことで、可変費用と固定費用の和である総費用をyで割ったものです。だからAVCよりも値は大きくなります。
ACとAVCが下に凸の形になる理由を考えてみると、生産量が増加すると効率が上がると考えられるため、ある点まではｙが増加するにつれてACとAVCは減少します。しかし限界生産性逓減の法則が働き、一つの製品にかかる生産要素投入量が増加して、一つの製品にかかる費用も増加するため、ある点からはACとAVCは増加してしまうというわけです。
限界費用曲線がAVCの最小値の点を通ることも重要です。次のスライドでこれを証明しています。この255のグラフは重要です。

・256では今のことの証明をしています。ここでc(y),c’ (y)となっているものはc^v(y),c^v’(y)のことです。

255のグラフを見ても、AVCの最小値は極小値であることが分かるため、AVCの最小値の点では微分が0になることが分かります。よってまず、AVCを、商の微分の公式を用いて微分しています。この両辺にyをかけて片方の項を移項し、5行目の式を得ます。

c’ (y)となっているものはc^v’(y)のことだと書きましたが、限界費用c’とは生産量が微小に変化したときの費用の変化を表しており、生産量が微小に変化しても固定費用Fは変化しないため、総費用c（＝c＾v＋F）と可変費用c＾vの変化は同じだと考えられ、従ってc’(y)=c^v’(y)が言えます。

以上より、AVCが最小値をとるｙではc’(y)=AVCが成り立つと言えます。
・ここまでは生産者1人の供給について考えてきましたが、257からは生産者が複数いる、完全競争市場全体の供給と需要について考えます。

・257では市場全体の供給量は１つ１つの企業の供給量の和であることを説明しています。Yが市場全体の供給量、yiがi番目の企業の供給量です。

その下では具体的に、全ての企業の費用関数が等しくy^2+1であるときのpやyやYを求めています。全ての企業は同じ費用関数を持っているので、供給関数もみんな同じです。これをｙ（ｐ）と表わしています。y^2が可変費用、1が固定費用です。
まずp＝c’(y)=MCなので、与えられた式c(y)=y^2+1を微分することで、製品の価格が2yであることを求めています。次にこの式をyについて解くことで、企業１つの供給関数y（p）を求めています。またAVCは可変費用y＾2をyで割ったyです。
さらに市場にN個企業があったときの、市場全体の供給量Yをシグマ計算によって求めています。ｎとNが混ざっていますが、両方同じ意味です。求まった式をｐについて解くことで、価格ｐをｎとYを用いて表しています。
・ここまでは生産者側のことを考えてきましたが、ここからは消費者側のことも考慮に入れ、均衡について考えていきます。258では均衡が、総需要量と総供給量が一致したときに成り立つと言っています。Xが総需要量、ｘiがi番目の消費者の需要量です。

・259では、需要関数と供給関数に具体的な数式をあたえて、均衡点での価格を求めています。
・260～264では企業が参入と撤退を行っていくことによって均衡が達成されることを説明しています。
・まず260では、企業は新規参入によって利益を見込める市場にしか参入せず、撤退はそれ以上生産しても損失しか見込めない場合にしかしないことを説明しています。
・261では企業の利潤が図の四角形の面積になることを説明しています。
ｃ’(y)は供給曲線なので実際に製品を売る価格です。ATC（Average Total Cost=AC）は製品１つを生産するためにかかる平均的な費用、つまり企業が元をとることができる価格です。よって企業が製品一つを売ることによって得られる利潤はc’(y)－ATCということになります。これに生産する量ｙ（グラフでは大文字のYとなっていますが、全ての企業の生産量を合わせた総生産量という意味ではなく、企業一つが生産する量を意味しています。）をかけたものが利潤πになるというわけです。
・全ての企業のc’(y)とATCのグラフが等しくパワポのものであるとすると、まだこの市場に参入していなかったある企業は、参入することで261の四角形だけ利潤を得られることに目をつけて、この市場に参入してきます。すると262のように、同じ製品を売る企業数が増加したため、1つ1つの企業が売れる製品数が減り、生産量が減少（Y1からY2へ）、価格も減少し、利潤は減少してしまいます。
・利潤の四角形は小さくなったとはいえまだ存在するため、この市場に参入する企業はまだ出てきます。そしてどんどん企業が参入し、どんどん1つ1つの企業の利潤が減少していき、263のように生産量がY3となり、利潤が0になるまでは企業が参入します。このY3で均衡となります。ここでは利潤は0となりますが、損失もないので撤退する企業はいません。
・264では生産量がY3のときの価格ｐ３が、市場での製品の最低の価格であることを言っています。

・265からは完全競争市場で達成される均衡について考えることで、完全競争市場が良いものなのかどうかを考えようとしています。
・266～268では、251～252で供給曲線を求めたのと同じようにして需要曲線を求めています。
266では消費者が解くであろう効用最大化問題を与えています。これは144のものと違い、一種類の財xだけを扱っています。また、問題を解くにあたってはあまり関係してきませんが、財ｘを購入するのに使うお金px以外にこの消費者が持っている全てのお金や所有物をｙとして表すことで、この問題が消費者の生活全般を視野に入れていることを表現しています。下の方では、重要なのはxの価格とyの価格の大きさの比（相対価格）であって、ｙの価格を適当に1としても、ｘの価格とyの価格の大きさの比は分かるからいいということを言っています。よく分からないですけど多分そんなに重要なことじゃないと思います。
・267ではｙ＝m－pxを代入して式を一つにしています。
・268でこれまで解いてきた問題と同じようにFOCを求めています。これによりu’(x)=pを得て、252と同様に考えて、xがpの関数であることを表現するためにx＝x（p）として、
p=u’(x(p))が需要関数であることが考えられます。この両辺をpについて微分すれば1=u’’(x(p))x’(p)となり、1>0、u’’<0（266の2行目から）よりx’(p)<0であり、ここからp=u’(x)ではpが増加すればxが減少する、つまり需要関数は右下がりであることが分かります。ところでこのp=u’(x)は、効用最大化問題の解であるワルラスの需要関数をpについて解いたものであると言えます。
・完全競争市場が良いものなのかを考えるために、消費者余剰、生産者余剰、社会構成水準を考えることによって、消費者と生産者が完全競争市場でどのような利益を得るのか考えていきます。

269～274は40～45と全く同じです。275では積分によってCSの面積を求めています。読めば分かると思います。

・277では251～252と全く同じことをして供給曲線を求めています。285までは省略させていただきます。
・286ではTSが社会構成水準を図る一つのものさしでしかないことを言っています。その理由は284に書いてあります。
・289からは、完全競争市場の良さを考えるために、市場に依存しない生活を送る人代表的代理人Representative Agentの効用最大化問題を解いてみます。

290ではAgentの効用最大化問題が与えられています。ｐが出てこないのでこれは市場に依存していないと言えます。
・291でこの問題を解き、市場に依存しないAgentが効用を最大にするためにはu’(x)－c’(x)=0を満たすようにxの値を設定すればよいことが分かりました。

・ところで、292でAgentと比較させる完全競争市場のTSの値を考えてみると、275、282からTS=u(x)－c(x)だということが分かります。これを最大化させるxのとり方はと言うと、極大値を与えるように、つまりFOCを満たすようにxをとればよいので、u(x)－c(x)のFOC、u’(x)－c’(x)=0を満たすようにxの値を設定すればTSが最大になるということがわかります。
・また、完全競争市場ではu’(x)=p、c’(x)=pが成り立つのでした。これはTSを最大化する条件u’ (x)－c’(x)=0を満たしているため、完全競争市場はTSを最大化すると言えます。

以上から、Agentの効用を最大にする条件とTSを最大にする条件が同じものであることが分かり、完全競争市場ではTSが最大化されるので、Agentのように完全競争市場に依存しない人が効用を最大化するために満たさなければならない条件を、完全競争市場は満たしているということが言えます。これが完全競争市場のいいところだということでしょう。
不完全競争市場

・ここまで完全競争市場について見てきて、完全競争市場がいいものであることが分かりました。しかし現実には完全競争市場が成り立つことは稀であり、ほとんどの市場は不完全競争市場となっていてPrice taking behaviorが満たされず、企業が価格に影響力を持ってしまいます。これがどうして悪いことなのかを見ていきます。

・まず297からは不完全競争市場の代表的な例として独占市場を考えていきます。独占企業は市場に製品を唯一供給する者なので、独占企業の供給量がそのまま市場全体の供給量となります。よって例えば独占企業が供給量を少なくすれば、市場全体でその製品の供給量が少なくなり、希少価値が高くなって価格は高くなります。

このように、独占企業は供給量を変化させることで製品の価格に影響力を持つことができるので、297ではpをyの関数p（y)と表わしています。また、供給量yを増やせば価格pは減るので、p’(y)<0です。
・独占企業も完全競争企業を同じく利潤を最大化させようとするので、298で利潤最大化問題を解いています。企業の利潤は収入p(y)yから費用c(y)をひいたものです。今までの利潤最大化問題と違うのは、pがyの関数p(y)となっていることです。よってFOCは積の微分の公式を用いてp+p’y－c’＝0となり、251のような通常の利潤最大化問題よりp’yが余分となっています。利潤最大化問題は極大値を与えるyをもとめているので、SOCは2階微分が負という条件となります。
・299～300では独占企業の利潤最大化問題のFOCの式の意味について考察しています。
299でFOCより企業は限界収入（Marginal RevenueMR）＝限界費用となるようにyの値を設定したとき、得られる利潤を最大化できることが分かります。限界収入とは収入を表す式p(y)yをyについて微分したものであり、生産量が微小に増えたときに追加で得られる収入のことです。

3行目では限界収入p+p’y =p+(dp/dy)yをpでくくっています。ここでεを4行目右の式のように定義すると、3行目左の式は4行目左の式のように書き換えられます。

・300ではこれについて説明しています。εは弾力性を意味していて、供給量が変化したときに価格がどの程度の大きさだけ変化するかを表しています。εの絶対値が1より小さければ非弾力的であり、供給量が変化しても価格の変化は小さいです。だからこのとき、独占企業が製品をたくさん供給しても製品の価格はそんなに下がらず、独占企業にとっては都合がいいことになります。εの絶対値が1より大きければ弾力的であり、非弾力的なときと逆になります。

ところで先程の、独占企業の利潤最大化問題のFOCを見てみると、pは正、c’も限界費用で正なので、残りの1－1/εも正となります。1－1/ε＞0です。
1行目の右側の式は誤りがあります。「ε＝」の部分を消しておいてください。297でp’(y)=dp/dy<0よりdyp/dpy<0なので、ε＝－dyp/dpy＞0です。よって先程の1－1/ε＞0は両辺にε（＞0）をかけてε＞1を得ます。つまり独占企業は弾力的な範囲で生産を行い、製品をたくさん生産しすぎるとその価格は急激に低くなっていってしまうのです。
・301～304では具体的に価格と費用関数を与えられた独占企業の利潤最大化問題を解いています。301でFOCを求めて、302の1行目では確かにFOCがMR＝MCを満たす式であることを確認しています。2行目ではFOCの式をyについて解いてy＊（独占企業が利潤を最大化するときの生産量の値）を求め、さらにy＊を、301の最初で与えられた価格を表す式に代入してp＊（独占企業が利潤を最大化するときの製品の価格）を求めています。3行目では、y＊＞0を仮定すると、このとき計算によってa>cだと分かり、ここからこのときp＊＞cとなることを明らかにしています。この意味は最後の2行に書いてあります。要するに独占企業は完全競争企業よりも高い価格で製品を売ることができるということです。

・303では独占企業が独占市場で供給することによって完全競争市場で供給する場合よりも多く得られる利益がどれくらいなのかを、グラフを用いて説明しています。

まず限界収入MRが常にpより低くなります。なぜなら299のように限界収入はp+p’yと表され、297よりp’<0なのでp’y<0、結果的にp+p’y<pとなるからです。

次に独占企業は絶対にMR=MCとなるようにyの値を設定するのでした。よってこのグラフでも独占企業はMC（=c'(y)=(cy)’=c）とMR(={(a－by)y}’=a－2by)の交点のY座標であるY＊を生産量に設定します。

以上から独占企業の利益を考えてみます。企業は生産量をY＊とするので、実際に売る価格はp(Y＊)となります。ところが、もしこれが完全競争市場だったら、価格はp=c’(Y＊)＝MC (Y＊)となるのでした。よって独占企業が製品を1つ独占市場で売ることで、完全競争市場で売るよりも多く得られる利益はp(Y＊)－MC (Y＊)となります。これに供給量Y＊をかけたものが独占企業の利益となります。

・304では独占市場での製品の価格は完全競争社会でのそれより高くなり、供給量は少なくなっていることを説明しています。

完全競争市場ではp=c’(y)=MCとなるのでした。よってp=a－byであるこのグラフで、完全競争市場での生産量を求めると、p=a－by =c=MCをyについて解き、y＝（a－c)/bを得ます。これはy＊＝(a－c)/2bの2倍もの供給量です。

価格に関しては、302の3行目の式で説明されています。

・306～308では、ここまで見てきた独占市場が社会全体にとっていいものなのかを、総余剰TSを使って考えています。ここでは社会厚生＝総余剰として議論を進めています。

306は292～294のおさらいで、総余剰を最大化させる条件が限界効用＝限界費用であり、完全競争市場はこれを満たしていることを思い出させています。

・307では298にでてきた独占企業の利潤最大化問題のFOCを1行目で出して、これに268で出てきたp=u’(x)を代入しています。すると最後の行のようになり、独占企業が利潤を最大化する市場では総余剰が最大化されていないことが分かります。

また、297よりp’(y)<0、y＞0より－p’(y)y>0であるから、独占企業が利潤を最大化する市場ではu’(y)－c’(y)＞0となります。

308ではu’(x)とc’(x)について考えてみると、u’(x)は限界効用逓減の法則により逓減していきますがc’(x)は逓減しません。むしろ255などから分かるようにどんどん増加していきます。ということは、独占市場でのyの値ではu’(y)－c’(y)＞0となっていますが、そこから供給量yを増やしていけば、u’(y)の値は逓減していき、c’(y)が増加していくので、両者の値の差は縮まっていき、やがてu’(y)－c’(y)＝ 0となるはずです。つまり、生産量yをもっと増やせばTSは最大化されるのに、独占企業はyを小さくしていて、社会的に望ましい生産量よりも小さくなっているのです。これが独占市場の悪い点と言えます。

・次に寡占について、ゲーム理論を用いて考えます。基本的には企業が2つしかない状態（複占）を考えます。
314でゲーム理論の前提である共有知識Common Knowledgeが紹介されています。

G｛誰がゲームの参加者なのか、とりえる行動の選択肢にはどのようなものがあるのか、その選択肢をとることでどのような利益を得られるのか｝を全ての参加者が完璧に知っていて、全ての参加者が「全ての参加者がGを完璧に知っている」ことを知っているというものです。

・315～316では有名な囚人のジレンマが出てきています。支配戦略と支配戦略均衡という言葉が出てきているので、これを覚えればいいと思います。

315に誤植があり、Column Playerが黙秘してRow Playerが自白したときの利得は－3，0と書かれていますが、0，－3が正しいです。

・318ではNash均衡が紹介されています。すべてのプレイヤーが、他のプレイヤーに対して最適な戦略を採用している状態のことを言います。最適な戦略を採用しているため、他の戦略に変えようとせず、現在の戦略で落ち着くので均衡といいます。
2行目の式は以下のことを表しています。ｒ＊とｃ＊がそれぞれプレイヤーｒとプレイヤーｃのとれる最良の戦略であり、プレイヤーｒが戦略ｒ＊を行い、プレイヤーｃが戦略ｃ＊を行うとき、プレイヤーｒの効用urとプレイヤーｃの効用ucは、各プレイヤーが他のどんな戦略を行った時よりも大きくなるということです。
この最良の戦略とは、大体利潤最大化問題を解くときのような戦略です。

・実際の世界の企業は生産量や価格などを全て視野に入れ、それら複数の要素を同時に調節しながら自分の利益を最大化しようとしますが、同時にいろんなことを考えるのは複雑で難しいので、ここでは要素を還元して考えます。まず企業が製品の生産量のみを変化させるとしたら、どのようにして利益を最大化させるかを考えます。この状況をクールノ－競争と呼びます。
・319で前提が与えられています。ｙ１が企業1の生産量、ｙ２が企業2の生産量、Yがy1とy2の和です。この市場では生産者が企業１と企業2しかいないとして考えているので、Yは市場の総供給量ということになります。価格pは総供給量の値に依存しているので、pはYの関数p（Y） と表わせます。
それぞれの企業の費用関数c(y)は単調増加で、増加率もどんどん上がっていくという前提も与えられています。つまり生産量を増やせば増やすほど、さらに追加で製品を生産するのにかかる費用は大きくなることを意味していますが、これは限界生産性逓減の法則から、追加で製品を生産するときの生産性がどんどん下がっていくことから来ていると思われます。

・320から、クールノー競争で企業がどのような行動をとるのか考えていくわけですが、とりあえず利潤を最大にしようとすると思われるので、利潤最大化問題を解いてみています。ここで、クールノ－競争では企業は価格を決められず、ｐの値は総供給量Yのみに依存しているため、企業１にとっても企業2にとっても価格は同じくｐ（Y） となります。p1（Y）とかp2（Y）とかにはなりません。
利潤最大化問題はπ＝p(Y)yi－ci(yi)の極大値を求めればいいので、この一階微分が0、且つ二階微分が負となるyiを求めればいいです。
計算について、例えばp(Y)y1を y1で微分するとき、p(Y)=p(y1+y2)なので、これは積の微分と合成関数微分が組み合わさったものになります。
まず積の微分の公式から、p(Y)y1をy1で微分するとp(Y)×１＋p’(Y)y1＝p(Y)＋{p (Y)}’y1となります。つぎに合成関数微分を行い、p(Y)＋{p(Y)}’y1＝p(Y)＋{p (y1+y2)}’y1=p(Y)+p’(y1+y2)×(y1+y2)’y1= p(Y)+p’(y1+y2)×1×y1＝p(Y)+p’(Y) y1となります。
・321では、この利潤最大化問題の解となるy1とy2、つまりy＊1とy＊2について考えています。320で求めたFOCの式を満たすyiがy＊iなので、p(Y)+p’(Y)y＊i－c’i(y＊i)=0が成り立ちます。これをy＊iについて解けば、y＊i＝…という形の式ができ、y＊iがどのような関数なのか分かります。そう考えると、この式にはYが含まれていて、つまりy＊iはiじゃないほうの企業の生産量（i=1ならy2、i=2ならy1）が含まれているということが分かります。よって双方の最適生産量（y＊）は相手の生産量の関数であると言え、４，５行目の式が成り立ちます。
・322からはこのことを踏まえて、相手の生産量が変わったときの自分の最適生産量がどのように変化するのかを考えます。これは具体的には、dy1/dy2の正負を調べることにより、y2が増加したときにy1が増加するのか減少するのかを調べることです。（この場合のy1とは、企業1が生産しうる生産量、つまり利潤最大化問題の解である生産量なので、正確にいえばy＊1です。）

321で分かったように、y1（＝y＊1）はy2の関数なので、2行目でy1（y2）と表しています。すると、企業1の利潤π1（利潤最大化問題で最大化させた式）はy1(y2)とy2の関数π1(y1(y2),y2)であるということができ、そのFOCは3行目のようになります。
ところで求めたいのはdy1/dy2（の正負）でした。dy1/dy2は166で無差別曲線の傾きを求めたのと同様に考えて、FOCの式を全微分することで求められます。

・するとdy1/dy2は323の1行目のようになり、これの分子は320のSOCの式から正であるため、求めたかったdy1/dy2の正負は分子の正負と一致することが分かりました。signAというのはAの符号を意味します。

・この分子の式は324の1行目のように表されますが、これはp’<0且つp’’<0ならば符号は－であるということができます。p’<0つまりp’(Y)<0というのは、製品の供給量が増えればその価格は減少するという意味なので成り立つと思えますが、p’’<0が成り立つかは分かりません。でもとりあえず成り立つと仮定しておきます。
するとdy1/dy2＝dy1(y2)/y2<0であり、グラフに示されるようにy1(y2)の傾きは負である、つまりy2が増加したらy1は減少させなければならない、企業2が生産量を増加させたら、企業1は自分の利潤を最大化させるためには生産量を減らさなければならないということが分かります。

ところで、ここで扱ってきたy1は全て利潤最大化問題のFOCをみたすものであったため、y1(y2)のグラフとは、「y2がある値をとるときに企業1が自分の利潤を最大化させるために生産しなければならない生産量y1」の点の集合であり、最適反応関数Best Response functionとよびます。
そして企業1の最適反応関数y1(y2)と企業2の最適反応関数y2(y1)の交点(y＊1,y＊2)では、企業1と企業2それぞれが相手の生産量に最適に反応し、自分の利潤を最大化させるような生産量に設定しているので、ここでNash均衡が成立していると言えます。

・325～326で、これまで見てきたものを、具体的な式を与えられた例題を通して考えています。ここでπi=p(Y)yi－ci(yi)=(a－bY)yi－ciyiなので、各企業のFOCは（1）（２）のようになります。326ではこれらをそれぞれy1、y2について解くことで、最適反応関数を求めています。

さらにNash均衡は、2つの最適反応関数のグラフの交点だったことを考えると、2つの最適反応関数を連立方程式として見て、その解で成立していると考えられます。よって4行目でこれを求めています。実際に市場に企業1と企業2しか存在しないならば、両者は自分の利潤を最大化させようとすると考えられるため、y＊1とy＊２が実際の供給量となります。
また価格p(Y)=a－b(y1+y2)にy＊１、y＊2の値を代入し、p＝(a+2c)/3を得ます。

・327では製品の供給量と価格について、完全競争市場、複占（パワポは誤植です）、独占を比較しています。独占の供給量、価格は302で求めましたし、完全競争市場のものもそこらへんの解説のところに多分書きました。a>cであることも書いたと思います。以上より、価格は完全競争市場、複占、独占と供給者が減るにつれて高くなり、供給量は少なくなっていくことが分かります。
・328～330ではこれをもっと一般化して、企業数ｎが増えていくと価格はどんどん下がっていき、n→∞で完全競争市場での均衡価格に収束することを明らかにしようとしています。

・328の1行目でとりあえず前提として、簡略のために全ての企業の費用関数は生産量に定数cをかけたものとして考えていくことを示しています。

2行目で、全ての企業は自分の利潤を最大化させようとするだろうから、とりあえず利潤最大化問題のFOCを求めています。この式を用いて証明していきます。

3行目では、299のときのようにして式を書き換えています。ここで４行目のようにsi（総供給量中に企業iの供給量が占める割合、シェア）を定義してみると、329の1行目のように式変形されます。
ここで299に出てきた弾力性εを用いると、さらに2行目のようになります。

ところで、全ての企業の費用関数は同じものだとして考えていたのでした。また、価格は各企業が勝手に決められるものではなく、市場の総供給量に依存して決められるのでした。このように全ての企業に同じ条件が与えられているので、供給量も同じものになると考えられます。よってシェアsは、どの企業でも1/nになるため、330の1行目のように式変形されます。
これにより、nが大きくなるにつれて1/nεは0に近づいて行き、n→∞でｐ(Y)=cに収束することが分かりました。c=c’(y)＝MCなので、cとは完全競争市場の価格です。

・次に企業が生産量を調整することはせず、価格を調整することで自分の利潤を最大化する場合を考えます。これをベルトラン競争と呼びます。

ここでも複占の場合を考えます。

・332～333では企業1と企業2が全く同じ製品を供給する場合を考えています。限界費用は企業1も企業2も同じものとしています。また、企業１の設定した価格の方が企業2の設定した価格より安いならば市場の全ての消費者の需要は企業1に向かい、企業1と企業2が同じ価格設定にしたならば市場の半分の消費者の需要が企業1に向かい、企業１の設定した価格の方が企業2の設定した価格より高いならば市場の消費者はだれも企業1に需要しないとしています。
・333では価格設定についてです。とりあえず企業1も企業2も、完全競争市場での価格cよりも高い価格を設定すると考えられます。そして企業2が企業1よりも高い価格設定を行ってしまったら、企業1は企業2よりも安い価格に設定し直します。これを見て今度は企業2がまた安くします。このようなことが続いて行き、最終的に両者の価格は利益が0となる限界費用の値まで下がります。つまり、ベルトラン競争でのNash均衡は完全競争市場と同じ価格になったときに成立します。これはクールノ－競争とは違う特徴です。
・334～336では不完全代替品を生産する2つの企業のベルトラン競争を考えます。不完全代替品とは微妙に異なった製品のことです。例えばラ－メン屋Aのこってり系ラーメンとラーメン屋Bのあっさり系ラーメンなどです。

不完全代替品y1とy2の需要関数は334の1、2行目に書かれています。ai、bi、cは定数です。この式は例えば、d(y1)は自分が供給する製品の価格p1が上がると小さくなり、相手が供給する製品の価格p2が上がると大きくなることを表しています。

生産費用はめんどくさいのでここでは考えていません。

ベルトラン競争では、企業は生産量を自分で変更することはできないので、需要量と同じだけ生産するとして考えます。よって企業1の利潤はd(y1)p1となります。

・これについて利潤最大化問題を解いて、企業1が設定すべき価格が335の1行目のように求まります。同様に企業2でも求めて、この2つの式を連立方程式とみて解いた答えが、不完全代替品を供給する企業のベルトラン競争でのNash均衡の点の座標となります。
・336でベルトラン競争での最適反応関数のグラフがかかれています。クールノ－競争のものとは違い、傾きは正です。これは、相手企業が価格を下げてきたら、自分も利潤を最大化するためには価格を下げなければならないことを意味しています。

・337からはシュタッケンベルグ競争についてです。これは、まず先に頭のいい企業1が、企業2が設定してくるであろう生産量を予想し、それを考慮したうえで自分の利潤を最大化させるような生産量設定を行い、つぎに企業2が生産量設定を行うというものです。このように相手の最適反応を先に考えておくことをBackward Indunctionと呼びます。
・339で、まず企業1は、企業2が利潤最大化問題と解いてくるだろうと予想して、自分で企業2の利潤最大化問題を解いてみています。問題はクールノ－競争のものと同じものです。

企業1は問題を解くことによって、y2がy1の関数y2(y1)と表されることを知ったので、これを考慮に入れて、自らの利潤最大化問題を解きます。

・340でこれを解いています。合成関数微分と積の微分が使われています。

・340～341では例題を解いています。企業1はまず企業2の利潤最大化問題を解き、企業2が設定してくるであろう生産量の式を求めたのち、それをy2に代入して自らの利潤最大化問題を解き、Nash均衡での生産量y＊1とy＊2を求めています。

さらにこれらをπi＝p(Y)yi－ci(yi)に代入して均衡での企業1と企業2の利潤を求めると、企業1の利潤の方が大きくなっていることが分かります。これは企業1が先手を打って、最初に相手の動きを読んだことから来る利益であり、First Mover Advantageと呼びます。

ちなみにクールノ－競争のときの均衡の利潤は最後の行に書いてあるものとなり、先手を打った企業1の利潤よりは小さく、先手を打たれた企業2よりは大きくなっていることが分かります。

・ここまでは企業1と企業2が自分の利潤を最大化させることだけを考えるものだとしてきましたが、344からは談合、つまり両者の利潤の和を最大化させることを考えるとしていきます。
・344では、談合では企業1と企業2の利潤の和が最大となるように生産量をせっていするため、Π＝π1＋π２の最大化問題を解いています。

・345の(1)が企業1にとってのFOCで、(2)が企業2にとってのFOCです。

・346で、Πを最大化させるためには、企業1は(1)を満たすように生産量を設定しなければいけませんが、(1)はπ1を最大化させるためのFOCとは異なります。（1）を満たそうとすると、（３）の左辺は－p’(Y)y2となって、0にはなりません。またこのとき、－p’(Y)y2＝∂π1/∂y1は正なので、y1を増加させればπ1は大きくなることが分かるため、企業1は自分の利潤を大きくするために、Πを最大化しようとせず、π1を最大化させようとして、生産量を多くすると考えられます。
これが企業2にも当てはまるので、両者は結局自分の利潤を追求してΠを最大化させようとはしないため、この談合は成立しません。

・それでは、各企業が約束を破らないような談合はどのようなものなのでしょうか。

347からは、談合している企業が一定周期で集まり、お互いが約束を破っていないかどうか確かめるという繰り返しゲームを考えていきます。この際、各企業は、相手に約束を破られるまでは約束を守り、相手に一旦約束を破られたらそれ以後は自分も約束を守らないという引き金戦略（Trigger Strategy）をとるとします。
・349では有限回繰り返しゲームについて考えています。これは、お互いが約束を破っていないか確認する会合が最後にいつあるか分かっていて、その会合以降は一切会合を行わない場合の談合です。

有限回繰り返しゲームで企業は約束を守るのかどうかを論理的に考えてみると、最後の会合が開かれる年には、もし約束を破ってそれが会合で相手にばれたとしても、自分になんのデメリットもないため、最後の会合が開かれる年には約束を破ると考えられます。そうすると、結局最後は約束を破るのだから最初から約束を守るメリットはないのだという結論に達し、この場合談合は成立しないと分かります。
・350からは無限回繰り返しゲームでなら談合が成立するのかを考えていきます。無限回繰り返しゲームは約束を破っていないかの確認の談合が終わりなく開かれていくゲームです。

・351で、約束を守ったときに得られる利潤をπ^cとしています。

・352で割引現在値(Present Value)について説明しています。これは、将来に得られるであろうπ^cという量の利潤の価値は、現在の時点の自分にとってはπ^cよりも小さくなり、得られるのが後になればなるほどその価値は小さくなっていくと考えるものです。なぜなら後になればなるほど、ちゃんとπ^cだけ利潤を得られる可能性は低くなっていくし、現在の自分とは疎遠のものになっていくからです。
そこで、現在（t＝0）の時点でのt=1で得られる利潤（payoff）にδ＝1/(1+r)をかけたものを、現在の時点でのt=1の時点で得られる利潤の価値とします。

・353で、この考えによってt=1の時点から毎時点得られる利潤の価値の和を計算しています。この際に下の公式を用いています。
・354で、約束を破った場合に得られる利潤を求めています。π^dが約束を破った時点の利潤、π^nは相手のトリガー戦略が発動して談合からクールノ－競争の状態になったときに1つの時点で得られる利潤です。この式を時系列のグラフのようなもので表したのが355です。
・356で、約束が守られるためには約束を守ったときの利潤の方が破ったときの利潤よりも大きくならないといけないことを言っています。

・357～360では、どうしたら約束が守られるためには約束を守ったときの利潤の方が破ったときの利潤よりも大きくなるのかを例題を通して考えています。

まず357で約束を守るときのΠの最大化のFOCを求めています。358でこのときの生産量と利潤を求め、4行目からは約束を破るときのπ１の最大化のFOCを求めています。
359ではこれを解いて、約束を破るときの生産量y1^Dと利潤π1^Dを求めています。π1^Dはクールノ－競争のときの利潤π^nより大きくなっていることが確認できます。

ところで、求めたいのはどうしたら約束を守ったときの利潤の方が破ったときの利潤よりも大きくなるのかでした。5行目の式にここまで求めたものを代入していき、360で、約束を守ったときの利潤が守らなかったときの利潤より大きくなるためには9/17<δ<1で

あればよいことを明らかにしています。iffは必要十分条件です。

・361で、δは大きければ大きいほど、現在の時点での、将来に得られる利潤の価値の大きさが現在に同じ大きさの利潤を得るときのその利潤の価値に近くなっていくことから、δが大きいと企業は待つことを厭わないことを意味するということを言っています。
・362～363で練習問題が与えられています。先生がやった方がいいと言っていたのでやった方がいいと思います。答えは巻末です。

・366で、一種類の製品だけを扱って分析するのを部分均衡分析と呼ぶことを説明しています。しかし実際にはある製品の需要・供給量の変化で別の製品の需要・供給量も変化することがあるため、経済学ではこれも考えるということも説明しています。

・367～384は読んで分かってください・・・。
とりあえずある点を通る無差別曲線は1本しかないということが言えます。なぜなら154にあるように無差別曲線は交差しないからです。
Edgeworth Box 　Pareto改善　Pareto効率的　契約曲線　厚生経済の第1定理　厚生経済の第2定理ぐらいの用語とその意味を覚えておけばいいと思います。

・ここで先生はhttp://www.asahi.com/culture/news_culture/TKY200903140104.htmlの記事を出してきて喋り始めました。大体54に書いてあるようなことです。「いまの経済学者は市場原理主義者であり、アダム・スミスのように人々が己の利益を追求して行動すれば社会全体が幸せになると考えている」と言って経済学者を批判する、記事中の中谷巌氏のような人は、誤解をしているというのです。それは、人々が己の利益を追求して行動すれば社会全体が幸せになるのは完全競争市場の内部においてであり、確かに経済学は完全競争市場の良さなどを研究しているが、現実には完全競争市場は存在せず、経済学者もみんなそれくらいのことは知っているということです。だから経済学では現実世界でおこる外部不経済等の問題も扱い、現実世界を良くするために貢献しているのだということが先生の主張です。過去問にもここらへんのことが出ています。
おわり

だらだらと長く書いてしまって申し訳ありませんでした。
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